
スーパーグローバル大学創成支援（タイプＡ）名古屋大学 取組概要

【構想の名称】
21世紀、Sustainableな世界を構築するアジアのハブ大学

【SGUの取組を通じて目指す大学の将来像】
名古屋大学では学術憲章を定め、「自由闊達な学風の下、人間と社会と自然に関する研究と教育を通じて、人々の幸福に

貢献すること」を基本理念としている。研究面では「世界のトップを目指す先端研究強化」、教育面では「魅力あるグローバル
なNagoya University」を目的とし、それらをアジアというフィールドで展開することにより「アジアのハブ大学」となることを構
想とした。これらの目的の実現により、サステイナブルな世界を構築するアジアのハブ大学としての役割を果たし、21世紀の

人類社会に貢献する気概と能力を備えた名実ともに「世界のトップ大学」となる。

【構想の概要】
様々の取組を多層的、多極的に国際スケールで展開し、10-20年後の名古屋大学が世界をリードするTop Global 

Universityとして発展していくために、以下の４つの戦略をもって改革を進める。
（１）世界Topレベルを目指す先端的研究強化 （２）海外Top大学とJoint Degree実施
（３）世界を牽引する人材の育成 （４）アジアにおける拠点の展開
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【１０年間の計画概要】

本構想において、名古屋大学は、研究面では「世界のトップを目指す先端研究強化」、教育面では「魅力あるグローバルな
Nagoya University」を目的とし、それらをアジアというフィールドで展開することにより「アジアのハブ大学」となることを目的と
した本構想を策定した。

（戦略１）世界Topレベルを目指す先端的研究強化
本学は、スーパーグローバル大学創成支援事業はもとより、世界トップレベル研究拠点プログラム（WPI-focus）、研究大学

強化促進事業、革新的イノベーション創出事業（COI）に採択されるなど、国内では屈指の研究大学として、その地位を固め

つつある。また、国際的にもノーベル賞受賞に代表されるように、世界的研究拠点として認知されつつある。今後は、各種ラ
ンキング調査において、世界トップ100位程度に留まっている現状を打破し、本学が内包するポテンシャルを十分に出しきれ
るような取組を進める。

（戦略２）海外Top大学とJoint Degree実施

本学は世界の先端研究を進める海外大学と共同教育、共同研究を実施する「ジョイントディグリーを目指す国際共同教育
研究ユニット」を新設する。戦略の一つとして研究ユニットを活用したプログラムを支援することにより、各ユニットは教員短期
相互派遣や共同研究、集中講義を実施し、ジョイントディグリープログラムの設立を目指していく。本学では、平成32年までに
欧米やアジアの主要大学と10-20ユニットの設置を目標としている。

（戦略３－１）世界を牽引する人材の育成 「教育改革」
本学の目指す「教育の国際化」は、留学生の拡大や授業の英語化にとどまらない。本学が研究のみならず教育においても、

国際社会におけるプレスティッジを獲得し、「ぜひ名古屋大学で学びたい」と、国内外の多くの優秀な学生を惹きつけるだけ
のレベルの高い教育を展開すること。これが、本学の目指す「教育改革」の究極目標である。
・教育システムの国際通用性を高める。

・教育内容を国際的評価に耐えられるものに高度化することである。

（戦略３－２）世界を牽引する人材の育成 「国際交流」

本学では、留学生の受け入れ拡大、国際的な教育の充実、学生の海外派遣拡大等を一体的に進めるため、平成27年度に

これまでの国際教育交流本部を拡充させた「国際機構」を設立する。全学的な取り組みとして、学部学生の留学を促進し、将
来的には全ての学生が海外経験を積めるだけの枠組み作りを目指す。留学生の受け入れ数に関しては、平成32年までに
合計3000人を目指す。G30を中心とした英語による授業数を拡大し、英語カリキュラムの多様化を進める。

（戦略４）アジアにおける拠点の展開
本学は、他大学に先駆けて法律、医療、国際開発等の分野においてアジア諸国の行政官など、人材育成を行ってきており、

国内外で高い評価を得ている。これらを通じて、名古屋大学の人的・知的ネットワークをアジア諸国で構築しており、海外に
全学同窓会14支部を設立している。このような取組を通じて多様性の中で教育・研究を展開することで、成長するアジアとと

もに学ぶハブ大学を目指している。また、アジアサテライトキャンパス学院は「アジア諸国の国家中枢人材養成プログラム」を
実施し、本邦キャンパスとサテライトキャンパス双方による質の高い博士課程教育を行っている。平成28年までに8か国（開

設済：カンボジア、モンゴル、ベトナム、開設予定：インドネシア、ラオス、ウズベキスタン、ミャンマー他）にサテライトキャンパ
スを設置。5分野（法学、医学、生命農学、国際開発、環境学）で10年間に50名以上の国家中枢人材輩出を目指す。

【特徴的な取組（国際化、ガバナンス改革、教育改革等）】
ガバナンス

迅速で風通しの良い学内体制を整え、学内の意思決定を迅速に行うなど総長のリーダーシップが発揮しやすくなるための
機能を高める。具体的には、総長、執行部と部局長の懇談の機会を増やし、部局と情報や問題意識の共有を進める。イン
ターネットを用いた意見交換の場（JAM セッション）も意見の循環に活用する。これに加えて、外部情報の収集、学内の強み

分析、戦略策定体制（部局の参加）、施策の進捗状況とその効果のモニター等を行う。また、インターナショナルアドバイザ
リーボードや、外国人参与による国際的観点からの意見も取り込む。
【海外の大学との連携の推進方策】

世界的な大学教育の国際化により、世界の有名大学は他国の大学との研究・教育連携を進めている。これまで、本学も研
究・教育の国際化に対応した様々な活動を行ってきたが、これをさらに加速させるため、研究科・専攻といった枠組みでの新
たな国際的活動が必要とされている。本学医学系研究科はアデレード大と2014年2月にジョイントディグリープログラムに調

印した。今後、交流実績のある海外トップ大学（フライブルク大学（ドイツ）、ミュンスター大学（ドイツ）、ストラスブール大学（フ
ランス）、ジョンズホプキンス大学（アメリカ）、ミシガン大学（アメリカ）、エディンバラ大学（イギリス）、カセサート大学（タイ）等、
20大学程度）との提携の拡大を目指している。これら計画遂行のための国際共同研究プログラム本部を設置し、ジョイント

ディグリー、国際共同研究を推進している。



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

１ アジアサテライトキャンパス学院「国家中枢人材養成プログラム」の始動
10月よりモンゴル国・カンボジア国・ベトナム国にサテライトキャンパスを設

置し、学生の受け入れを開始した。各キャンパスに現地常駐の外国人特任
教員・事務補佐員を積極的に配置した。また、現地のパートナー大学との協
力の下、教育・研究活動を行うための施設を整備するなど、必要な環境整備
を行った。学生は、母国で現職を継続したまま本学の学生として授業を受け
ることが可能となり、本学の国際化（多様性）に大きく寄与している。

３ 英語による授業数の増加
留学生の学部学生の増加に対応するよう、英語による講義数の拡大を順次進めている。平成25年度に850科目

ほどであった講義数は、既に学部・大学院の科目を合計すると1000科目を越えている。また、英語の教育プログラ
ムであるG30では、平成26年度10月には学部学生数を200名程度受け入れる状況となっている。加えて、海外リ

クルートの一環として、中国・インドネシア・タイの協定校等で英語による模擬講義を実施し、本学の質の高い講義
を公開した。また、日本人学生へのサポートとしては、IELTS及びIELTS-iBT集中講座を開催し、留学支援や留学
生と共に英語で講義を受講する基盤を構築しており、学生の国際化に貢献するものと期待する。

ガバナンス改革関連
１ 本学教職員に向けたシンポジウム開催

世界に通用する屈指の大学となるために、実施主体となる教職員全員が具
体的な戦略と目標を十分理解し、意識を共有するために今年5月13日にシン

ポジウムを開催した。各担当教員から、それぞれの戦略及びそのアクションプ
ラン（平成27年度から平成29年度までの実施目標）について詳細に説明を行
い、 550名を超える教職員が参加した。

また、外国人教員を含むインターナショナルアドバイザリーボード(IAB)4名を

招へいし、本学の目標に対するアドバイスや問題点等について総長・理事と
意見交換を行うパネルディスカッションも行った。予定終了時間を過ぎても、会
場参加者から質問が途切れないほど盛況なシンポジウムとなった。

２ ジョイントディグリーに向けた活動

国際共同教育研究プログラム推進室を立ち上げ、欧米やアジアの主要大学と国際共同教育研究ユニットの設置を
促進している。ここでは、世界の舞台で活躍する人材を育成すると共に、本学の教育・研究の水準の高さを世界トップ
の教育者・研究者に認知させることを目的としている。本学医学研究科は、平成26年3月にアデレード大学・フライブル
グ大学と3大学間で医学博士号授与に関する共同教育プログラム等を含む覚書に調印し、国際研究戦略や共同教育
プログラムの具体的な実施方法について協議を行ってきた。平成27年3月には、アデレード大学とのジョイントディグ
リープログラム設置を文部科学省へ申請し、日本の大学としての初めての設置に向けて具体的に活動している。

教育改革関連
１ 教育システムの国際通用性を高める取組
・クオーター制をベースとした柔軟な学年歴を導入し、学生が無理なく海外留学を行えるようにする。教育改革WGを設
置し、平成27年度中に制度設計を行い、平成28年度から実施できるように準備を進めている。

・カリキュラムを体系化・構造化するとともに、海外大学と単位互換が円滑にできるようにコースナンバリングシステム
を導入し、本学が提供する科目がカリキュラム全体のどこに位置付けられているのか平成27年度中に可視化する。
・大学院科目のシラバスについて日英併記化を進めるため、英語シラバス作成のためのガイドラインを作成中である。

〈 カンボジア国でのキャンパス開所式 〉

２ 教育内容の国際通用性を高める取組

・世界に通用する国際標準のリベラルアーツ教育、大学院教養教育の充実、大学院科目の大幅な英語化、学生の自主
的学習が促進される施策等を実施している。大学院教養科目として、合宿形式によるアクティブラーニング主体の「アカ
デミックライティングと研究倫理」を平成27年度から開講した。

・アカデミックライティング教育の充実のため、教養教育院アカデミックライティング教育部門にネイティブスピーカー教員
を公募している（平成27年10月採用予定）。
・学生の自主的学習促進のため、附属図書館の夜間・休日の開館時間を延長した。

〈 IABの意見に聞き入る総長・理事 〉

２．取組内容の進捗状況（平成２６年度）

２ 実施体制の整備

本プログラムの積極的な促進のため、「スーパーグローバル運営本部」を設置し、またその実施部隊となる各種委員
会・組織を整備した。加えて、国内外の大学・国際機関等の運営に長年勤務経験のある者に「インターナショナルアドバ
イザリーボート（IAB)」を依頼し、国際的観点からの意見も取り込む体制を構築した。

また、関係職員等に対して目標の明確化を図るため、アクションプランⅠ（2015-2017）を作成して配布した。



■ 国際的評価の向上につながる取組
１ UBIASインターコンチネンタル・アカデミア

UBIAS(大学附属高等研究員国際連盟）は、各国の大学附属高等研究院が

国際的な連携を深め、国際研究交流を促進することを目的とした組織であり、
日本からは本学と早稲田大学が参加している。現在、本学はブラジルサンパウ
ロ大学の高等研究院と共催で次世代を育成する事業「インターコンチネンタル・
アカデミア」における企画・運営の中心的な役割を果たしている。平成27年4月
にサンパウロ大学、平成28年3月に本学でワークショップを開催を予定している。
平成26年度においては、このアカデミア実施に向けて、プログラム内容・運営
方法・オンラインサイトの募集方法等ついて、サンパウロ大学と協議を行った。

■ 自由記述欄

２ HeForSheキャンペーンのパイロット事業「IMPACT10×10×10」に選出
本学は、国連ウィメン(Un Women）のHeForSheキャンペーンパイロット事業「IMPACT10×10×10」に世界の10大学

として選出された。この事業は女性の地位向上に男性の協力・参加を呼び掛ける運動「 HeForShe」キャンペーンの一環
として行われ、世界の政府機関・高等教育機関・企業からそれぞれ10人のリーダー（団体）が選定されるが、本学はこれ

までの男女共同参画推進の施策、特に女性リーダー育成のための教育プログラムの実践や女性学生・研究者が研究を
続けるための支援、学内外における環境整備への取組みなどが評価された。大学のリーダーとしては、香港大学や英国
レスター大学、カナダのウォータールー大学などの学長が選出されている。

〈本学で開催したアカデミアに関する意見交換会〉

〈赤崎・天野両特別教授 〉

■ 大学独自の成果指標と達成目標

１ Joint Degreeユニット数

医学系研究科のアデレード大学・フライブルグ大学との国際共同教育研究ユ
ニットの構築を皮切りに、全研究科において世界Top大学との連携を模索・推進
し、平成29年度には5ユニット構築を目指す 。

２ 留学積み立て参加者
留学等を希望する学生が毎月1万円を積み立てる任意加入の制度を平成27年

度から創設した。加入者の積み立てた金額が留学する時点で不足している場合、
本学の貸付制度（無利子）を利用して、必要経費を用意できる。平成27年5月に
学生父兄を対象とした説明会を実施し、200名を超える参加者があった。本制度
は平成27年度から開始し、平成29年度には400名程度の利用を目標としている。 〈 留学積立金説明会の風景 〉

３ NU Overseas Take-off Initiative(NU-OTI)よる海外派遣数
学生の留学促進を目的として、学習内容が明確な短期海外研修の拡充を図っている。平成27年2月には本学バンコク事

務所を活用し、現地日本企業で研修を受けるプログラムなども試行的に実施した。結果として、平成26年度に新規プログラ
ムを複数提供することができ、学生派遣数も前年度比約25％増（123名から155名）となった。さらに、平成27年6月現在、
夏季の派遣プログラムを充実させたことによって、昨年度の同時期比約70％増（59名から98名）の派遣を予定している。

【海外の大学との連携の実績】
・平成26年11月に、本事業で最も重視している海外協定大学の一つであるドイツ・フライブルク大学へ、包括的な教育研

究の交流を目指した交渉を行うための一団を派遣した。本学の濱口総長、本事業実施責任者の國枝理事他、法学、経
済、言語、医学、理学並びに高等研究院からも教員が参加し、大学全体の協力体制を促進させる内容から、具体的な教
育や研究の連携について詳細な打ち合わせを行った。この中には、上記のジョイントデグリーやUBIASインターコンチネ
ンタル・アカデミア等の実務的なすり合わせも含んでおり、総合的な連携パートナーとしての協調体制が構築された。
・平成27年1月には、タイのチュラロンコン大学にて名古屋大学フェアを実施した。ここでは、高校生向けの模擬講義や本

学ノーベル賞学者二名と総長によるディスカッション等を行い、大学間連携はもちろん、現地の高校との連携も見据えた
取り組みを行った。
・博士課程教育リーディングプログラム（PhDプロフェッショナル登龍門）においては、エディンバラ大学（イギリス）と連携し
て、大学院生向けにトランス ファーラブル・スキルズ・トレーニング（近年、英国の大学が博士課程学生、若手研究員等を

対象に実施しているトレーニングで、学界のみならず社会で広く活躍する人材を育成するためのスキル開発トレーニン
グ）を、平成26年9月にエジンバラ大学で、平成27年年2月に本学で実施した。

先端的研究の取組

赤崎・天野両特別教授のノーベル賞受賞を機に、省エネルギー社会の早期構築
を目指し、オールジャパン体制で窒化ガリウムの成長・デバイス化・システム化に
取り組むGaNコンソーシアムの平成27年度設立を主導的に進めている。準備のた
めの意見交換会では、20以上の企業を含む40機関の参画を得ており、非常に高
い関心を集めている。



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

１ アジアサテライトキャンパス学院「国家中枢人材養成プログラム」の推進

ウズベキスタン国、フィリピン国、ラオス国に新たにサテライトキャンパスを
設置した。前年度設置した3サテライトキャンパスと併せて、合計6ヶ国にサテ
ライトキャンパスを整備している。また、平成27年度より、新たに環境学研究

科が「アジア諸国の国家中枢人材養成プログラム」にプログラムの提供を開
始し、合計5研究科がプログラムを提供する事となった。サテライトキャンパ

スの拡充及び研究科の追加によって、より多くの国を対象に、より多くの分
野のプログラムの提供が可能となっている。

３ 英語による授業数の増加

以前より実施してきた質の高い学部・大学院教育を留学生にもより広く提供し、国際的に活躍できる人材を育成す
るため、外国人留学生等を対象とした英語のみで学位が取得可能な国際プログラム群（Internaionl Program）を開

設、基礎数学、化学、物理学、生物学、自動車工学、経済学、法学、文学など文系・理系ともに多くの授業を提供し、
英語授業の拡大を進めている。平成25年度に820科目ほどであった講義数は、既に学部・大学院の科目を合計する
と1700科目（当初目標1000科目程度）を越えている。これら授業は、日本人学生も受講及び単位取得が可能とし、
英語レベル向上のための環境を提供している。その他、IELTSやTOEFL-iBT集中講義を開講し、留学に向けた英
語力向上に取り組んでいる。

ガバナンス改革関連

２ ジョイントディグリーに向けた活動

本学医学系研究科は、日本の大学として初めて文部科学省より設置が認
められたオーストラリア国アデレード大学と国際共同学位プログラムを昨年
10月より開始した。また、記念シンポジウムを平成27年10月16日に開催し、

アデレード大学以外の海外協定校担当教員も招へいし、ジョイントディグ
リーに向けた本学の活動計画について議論を行った。

今後は、交流実績のある海外トップ大学（独国フライブルグ大学、仏国スト
ラスブール大学、英国エディンバラ大学、タイ国カセサート大学、米国ノース
カロライナ州立大学等）との提携拡大を模索しており、積極的な活動を展開
していく。

教育改革関連

１ 教育システムの国際通用性を高める取組
・平成29年度のスタートに向けて、クオーター科目を可能にする学年暦の素案を、教育改革WGにおいて作成した。
・カリキュラムの体系性を明示し、カリキュラムの国際通用性を高めるため、平成29年度に大幅な改組やカリキュラ
ム改革が予定されている組織を除き、授業科目へのナンバリング付与を実施した。
・大学院授業シラバスの日英併記化を、平成29年度に大幅な改組やカリキュラム改革が予定されている組織を除き、
実施した。英語でシラバスを書くための例文集とひな形を作成し、教員が利用できるようにした。

・教育の質保証と教育の３つの方針に基づく一体的な入学者選抜の改革のため、教育基盤連携本部の設置を決定
した。

〈ラオスサテライトキャンパスの開校式の様子 〉

２ 教育内容の国際通用性を高める取組
・教育改革WGにおいて，成績評価の評価記号の見直し等を含む成績評価の国際標準化に関する検討を進めた。
・大学院共通科目のアカデミック・ライティング科目を「リサーチ・スキルズ」（Thinking Skill，Writing Skill，
Speaking Skill，Research Ethics）として再編・強化した。

・学生の自主的学習促進のため、昨年度に引き続いて附属図書館の夜間・休日の開館時間を延長している。休日
の総入館者数は1.5倍（10万人から15万人以上）に増加し、アンケートにおいても学生から学習環境改善に重要な
役割を果たしている結果となっている。

３．取組内容の進捗状況（平成２７年度）

実施体制の整備

・本プログラムの安定的な促進のため、「スーパーグローバル運営本部」を設置している。本年度は下部組織として
予算部会及び実施計画部会を設置して各種取組を支援した。

・国際共同研究、国際共同教育の活動を全学として支援する運営支援組織「国際共同教育研究プログラム推進室」
を設置した。医学系研究科以外においても国際共同学位プログラムが開始できるよう、全学として推進する体制・制
度を構築した。
・関係職員等に対して目標の明確化を図るため、アクションプランⅠ（2015-2017)を作成して配布した。
・平成27年5月13日に教職員向けのシンポジウムを開催して、その趣旨や各種取組について説明を行った。550名
を超える教職員が参加して、予定終了時間が過ぎても会場から質問が途切れないほど盛大なシンポジウムとなった。

〈 昨年10月に海外協定校との更なる国際共
同学位プログラム促進を目的としたシンポジ
ウム開催の様子 〉



■ 国際的評価の向上につながる取組

■ 自由記述欄

〈公開シンポジウムの様子 〉

■ 大学独自の成果指標と達成目標

１ Joint Degreeユニット数

医学系研究科のアデレード大学・フライブルグ大学との国際共同教育研究ユニットの構築を皮切りに、全研究科に
おいて世界Top大学との連携を模索・推進し、平成35年度には20ユニット構築を目指す 。

２ 留学積み立て参加者
留学等を希望する学生が毎月1万円を積み立てる任意加入の制度を平成27年度から創設した。加入者の積み立て

た金額が留学する時点で不足している場合、本学の貸付制度（無利子）を利用して、必要経費を用意できる。平成27
年5月に学生父兄を対象とした説明会を実施し、200名を超える参加者があった。本制度は平成27年度から開始し、
平成29年度には400名程度の利用を目標としている。

〈ウズベキスタンでの研修の様子 〉

３ NU Overseas Take-off Initiative(NU-OTI)よる海外派遣
平成27年度は、海外での学習と名古屋大学内での学習を組みあわせたプロ

グラムを教養教育科目として開講した（全学教養科目4、言語文化科目3）。全

学教養科目を例にとると、プログラムを拡充するにあたり、学習内容が明確な、
それぞれ独自の内容を持つ授業を設計し、運営した（米国、ウズベキスタン、タ
イ、英国）。学習の場のグローバルな広がりを体験する（米国）、将来的な学術
研究のための基礎的姿勢を身につける（ウズベキスタン、タイ、英国）といった
学習目標が達成できた。成果は、刊行物や口頭発表等で学内外に公表してい
る。平成27年度は、101名の学生がNU-OTI科目に参加し、本学の学生派遣数
は全体で1,013名にのぼった（前年度は605名）。

【海外の大学との連携の実績】
途上国の協定校を中心に、教育研究の連携、並びに優秀な大学院生の獲得も視野に入れた本学教員による模

擬講義を実施している。特に中国では、『名大巡講』と銘打って、本学上海事務所の協力も得ながら模擬講義の展
開を行っている。平成27年度は、浙江大学、南京大学、吉林大学、東北大学、華中科技大学で実施し、合計約500
人の聴講があった。結果として、平成28年度の大学院応募者に多くの当該訪問大学からの申請があった。また、ベ
トナムとタイでも模擬講義を実施しており、今後、同国からの優秀な留学生獲得に期待をしている。

先端的研究の取組
平成27年10月に発足したオールジャパン体制の「窒化ガリウム（GaN）研究

コンソーシアム」を活用した取り組みとして、文部科学省の平成28年度事業

「省エネルギー社会の実現に資する次世代半導体研究開発」に採択された。
今後は、天野浩未来材料・システム研究所教授らが研究代表者となり、名古
屋大学を中核拠点として、窒化ガリウム等を材料とした次世代半導体の早期
実用化に向け、産学官が連携して研究を加速していく。

１ 国際学術コンソーシアム（Academic Consortium；AC21）
平成14年6月に世界の24主要大学・教育研究機関の代表が参加した本学の国際フォーラムにおいて、学術ネット

ワーク構築を目的として、本学が主軸となる国際学術コンソーシアム（AC21)を設立した。米国のノースカロライナ州

立大学、ミネソタ大学や中国の吉林大学、上海交通大学、東北大学、同済大学、南京大学、北京大学なども参加し
ている。そのフォーラムにおいてメインテーマであった「21世紀における大学の使命と役割」は、今日のAC21の活動

のテーマとなっている。昨今の活動としては､昨年4月に6回目となる学生世界フォーラムを仏国ストラスブール及び
独国フライブルグにて開催した。フォーラムのメインテーマは「地方・地域レベルのデモクラシーにおけるヨーロッパの
知見」で、メンバー大学18大学38名の学生が参加し、グループディスカッション等を通じて国境を越えた協力や共生
に対する意識を高める機会になったと学生からも意見が寄せられる会となった。

２ RENKEI（Research and Education Network for Knowledge Economy Initiatives）
RENKEIは、日英12大学（日本側：名古屋大学、大阪大学、九州大学、京都大学、東北大学、立命館大学 英国

側：サウサンプトン大学 、ニューカッスル大学、ブリストル大学、ユニバーシティー・カレッジ・ロンドン（UCL）、リーズ
大学、リバプール大学）によるコンソーシアムで2012年3月に発足した。大学間連携や産学連携を教育・研究の分野
で進めることを目的としており、ワーキンググループを作って、様々な活動を行っている。

2014年に、名古屋大学は、ブリストル大学及びサウサンプトン大学と協力して、「2014年RENKEI日英航空宇宙工
学ワークショップ」を開催し、日英両国の大学から、20名の学生及び若手研究者がこの１週間のワークショップに参
加した。 2015年には、サウサンプトン大学、ユニバーシティ・カレッジ・ロンドン、大阪大学が開催したワークショップ
にそれぞれ学生を派遣している。



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

１ アジアサテライトキャンパス学院「国家中枢人材養成プログラム」の推進
アジアの7カ国（モンゴル、ベトナム、カンボジア、ウズベキスタン、フィリピン、ラオス、ミャンマー）で展開しているサテ

ライトキャンパスに、平成28年度は16名の学生を受け入れ（ウズベキスタンは一期生）、学生数は合計30名となった。

今後も、引き続き着実にプログラムを実施するとともに、フィリピンサテライトキャンパスの教員に東南アジアコーディ
ネーターの役割を付与し、SEARCAやIRRIなどの国際研究機関との連携や活動強化を進める。

ガバナンス改革関連
１ 国際機構の活動

昨年度末に設置された国際機構が、全学を横断する活動として、国際教育プログラムの実施とその状況の精査、海
外渡航リスクマネジメント等を行った。特に、世界各地の情勢が不安定であることへの対策として、リスク管理担当参事
を配置し、学生の海外渡航に関するリスク管理を手厚くした。

２ ジョイント・ディグリープログラムの実施
本学理学研究科と英国エディンバラ大学の国際連携理学専攻が平成28年10月に設置され、学生の受入を開始した。

本専攻の設置を記念し、エディンバラ大学の担当教員を招へいしたキックオフシンポジウムを同月に開催したところ、学
内外から200名を超える出席者があった。本シンポジウムは、国際連携専攻への理解度と関心を、より一層高める契機
となった。
平成28年11月には、本学医学系研究科とスウェーデン・ルンド大学との国際連携総合医学専攻について、設置を可

とする旨の通知を文部科学省から受け取った。これにより、平成27年10月に設置されたオーストラリア・アデレード大学
との国際連携総合医学専攻を皮切りに、平成29年4月には、3件の国際連携専攻が設置されることとなる。
さらに、生命農学研究科において、タイ・カセサート大学との国際連携生命農学専攻の設置について、平成29年8月

に文部科学省へ意見伺いを提出する準備を開始した。同研究科では、西オーストラリア大学との国際連携専攻につい
ても、実施に向けて協議を重ねている。

教育改革関連

１ アカデミック・ライティング教員を配置

大学院生の英語による論文作成力の向上の基礎となる学部学生の論文等作成能力の向上を図るため、アカデミッ
ク・ライティング教員を3月に採用し、次年度以降の学部学生の論文（レポートを含む）作成能力向上に資する施策の検
討を開始した。

２ 成績評価基準改革
諸外国の状況を確認の上、学部の成績評価基準を現行の5段階から6段階評価に変更するための、評価記号・評価

基準・GPAについて、学内で一定の合意を得ることができた（平成32年度の学務情報システム変更時に導入予定）。

〈 国際シンポジウムにおけるディスカッションの様子 〉

４．取組内容の進捗状況（平成２８年度） 【名古屋大学】

２ 国際シンポジウムの開催
平成29年2月17日、これまでの2年半の本事業の取組の成果を広く

共有・確認するため、国内・国外の学長経験者からなる国際アドバイザ
リボードメンバーをお招きした国際シンポジウムを開催し、「名古屋大学
が持っている高い志と、それを実現するために採用した戦略がいずれ
も素晴らしく、既に大きな進歩があったと理解しており、正しい道を進ん
でいるという印象を受けた。拍手を惜しみなく送りたい。」「ジョイント・
ディグリープログラムは単なる博士学位授与にとどまらず、これを契機
に海外大学との共同研究の質と量の拡充も期待でき、さらには論文の
質を向上させ、教育研究資金の流入を促し、優秀な人材を惹きつける
といったサイクルを実現するだろう。」といった、多数の貴重な提言や激
励がなされた。

３ ＦＤセミナーの実施
3回のFDセミナーに、のべ42名の教員が参加した。参加者アンケートでは、セミナーが有益であったという意見が多く

を占め、個別の意見でも「英語の教授法について、全体的に学ぶことができる機会は滅多にないため、大変勉強になっ
た。」「グループワークの組み立て方が、例を通してよくわかった。実際に実施してみたいと思った。」など肯定的な意見
が多くあった。



■ 国際的評価の向上につながる取組

■ 自由記述欄

HeForSheへの参画
本学は昨年、HeForShe（UN Womenによるジェンダー

平等を推進するための運動）が行っている「IMPACT 
10×10×10」プログラムに、世界の10大学として日本で唯
一選定された。
第71回国連総会開催期間中の平成28年9月20日（火）、

ニューヨーク市の国連本部で開催されているHeForSheの
式典において、UN Womenは、世界の高等教育機関にお
けるジェンダー平等に関する初のHeForShe IMPACT 
10×10×10 University Parity Report （大学版ジェンダー

平等報告書）を発表した。この記者会見に、松尾総長が日
本から唯一出席し、本学のコミットメントを発表した。

〈 HeForShe IMPACT 10×10×10 University Parity Report 記者会見の様子 〉

■ 大学独自の成果指標と達成目標

１ ジョイント・ディグリー ユニット数

医学系研究科とアデレード大学（オーストラリア）、理学研究科とエディンバラ大学（英国）の２つの国際連携専攻は、
既に学生受け入れを開始した。引き続き、世界のトップ大学との国際連携専攻の設置について、模索・推進する。

２ NU Overseas Take-off Initiative（NU-OTI）による海外派遣

タイ、スコットランド、インドネシア、ウズベキスタン、オーストラリア、アメリカ、ドイツ、スイス、韓国で実施した海外研修
を含む全学教養科目は、参加者が97名にのぼり、好評を得た。また、本学独自の海外研修を含むという科目の特性上、
既存の制度や事務手続によっては柔軟に対応しきれない点があるが、このような課題の明確化を行うことができた。

【海外の大学との連携の実績】
本学の講義を体験させる模擬講義を、中国では西安交通大学、中国科技大学、南京大学にて、タイではカセサート大学、

チュラロンコン大学、マヒドール高校にて講義を行い、本学のプレゼンスを高めた。また講義終了後に大学説明会を開催し、
NUPACE（短期交換留学受入れプログラム）、NUSTEP（短期日本語プログラム）、大学院、国際プログラム群（G30）、中
国・国家公派などの多様な留学プログラムを紹介した。参加者からの質問も非常に多く、時間の許す限り個別の相談にも応
じたため、協定校から高い評価が得られた。

【名古屋大学】

１ 国際学術コンソーシアム（Academic Consortium；AC21）
平成14年6月に世界の24主要大学・教育研究機関の代表が参加した本学の国際フォーラムにおいて、学術ネット

ワーク構築を目的として、本学が主軸となる国際学術コンソーシアム（AC21)を設立した。米国のノースカロライナ州

立大学、ミネソタ大学や中国の吉林大学、上海交通大学、東北大学、同済大学、南京大学なども参加している。その
フォーラムにおいてメインテーマであった「21世紀における大学の使命と役割」は、今日のAC21の活動のテーマと

なっている。昨今の活動としては､昨年5月に8回目となる国際フォーラムを独国ケムニッツにて開催した。フォーラム
のメインテーマは「科学による社会変容を目指すイノベーション・ネットワーク」で、AC21メンバー大学の他、海外の
パートナー校などから100名を超える参加者があった。

２ RENKEI（Research and Education Network for Knowledge Economy Initiatives）
RENKEIは、日英12大学（日本側：名古屋大学、大阪大学、九州大学、京都大学、東北大学、立命館大学 英国

側：サウサンプトン大学 、ニューカッスル大学、ブリストル大学、ユニバーシティー・カレッジ・ロンドン（UCL）、リーズ
大学、リバプール大学）によるコンソーシアムで平成24年3月に発足した。大学間連携や産学連携を教育・研究の分
野で進めることを目的としており、ワーキンググループを作って、様々な活動を行っている。
平成26年に、名古屋大学は、ブリストル大学及びサウサンプトン大学と協力して、「日英航空宇宙工学ワークショッ

プ」を開催し、 平成28年には、その対となるワークショップをブリストル大学及びサウサンプトン大学で開催した。

３ MIRAIプロジェクト
スウェーデン有数の7大学及び日本の8大学が連携して実施する平成29年から3年間の協同プロジェクト。共同研

究の促進や若手研究者の交流を通じ、二国間の高等教育連携への貢献を目指す。平成29年10月にはスウェーデ
ンで大型施設に関するワークショップを開催予定。



国際化関連

■ 共通の成果指標と達成目標

１ アジアサテライトキャンパス学院「国家中枢人材養成プログラム」の推進
アジアの7カ国（モンゴル、ベトナム、カンボジア、ウズベキスタン、フィリピン、ラオス、ミャンマー）で展開しているサテ

ライトキャンパスには29名の学生が在籍しており、平成29年度には、法律分野から2名、生命農学分野から1名の博士
号取得者を輩出した。今後も、引き続き着実にプログラムを実施し、SEARCAやIRRI等の国際研究機関との連携を推
進する。

ガバナンス改革関連
１ シェアドガバナンスの実現に向けて

世界水準の教育・研究を展開して社会に貢献し、世界屈指の研究大学となるため、役員会・研究科等の執行部・教職
員間で情報・目標・戦略を共有した協治システム「シェアドガバナンス」を構想し、複数のワーキング・グループを起ち上
げ、具体的プランの作成に着手した。このシステムにより、信頼と責任の意識を醸成し、社会の変化に機動的に対応で
きるガバナンスを実現する。

２ ジョイント・ディグリープログラムの実施
平成29年11月に、本学生命農学研究科とタイ・カセサート大学との国際連携生命農学専攻について、設置を可とする

旨の通知を文部科学省から受け取った。これにより、平成30年4月には、4件の国際連携専攻（9コース）が開設される
こととなる。また、平成30年3月には、本学医学系研究科とドイツ・フライブルク大学との国際連携専攻の設置に関する
書類を文部科学省に提出した。

さらに、生命農学研究科において、豪州・西オーストラリア大学との国際連携専攻の設置について、平成30年8月に

文部科学省へ意見伺いを提出する準備を開始した。人文学研究科においては、英国・ウォーリック大学との国際連携
専攻の設置について、実施に向けて協議を重ねている。

教育改革関連

１ G30プログラムの成果
英語による授業のみで構成されているG30プログラムの卒業生が、オックスフォード大学やミシガン大学など欧米の

一流の大学院へ進学した。このことは、本学の教育が国際通用性を持った高いレベルのものであることを示しており、
着実に成果を得ている。

２ クォーター制（4学期制）導入
クォーター科目を無理なく開講できるように、「春1期」「春2期」「秋1期」「秋2期」からなる4学期制の学事暦を平成29

年度から全学的に導入した。これにより、柔軟な学事暦の設定に関する制度整備が完了した。

〈 博士課程教育推進機構の役割 〉

５．取組内容の進捗状況（平成２９年度） 【名古屋大学】

２ 博士課程教育推進機構、アジア共創教育研究機構の設置

新たな課題に挑戦する研究力、国際発信力、社会とつながる力を備
え、知識基盤社会をリードする卓越した博士人材を様々な領域に送り
出すため、最先端研究拠点と一体化した学際教育を実施する「博士課
程教育推進機構」を設置した。

また、アジア地域のみならず世界の課題解決に挑むため、アジアの
研究者と共に人文・社会科学分野の異なる学術領域の研究者を中心と
して結集し、課題によっては理工系の研究者も迎えて共同研究を行う
プラットホーム「アジア共創教育研究機構」を設置した。

これらの機構の活動を通して、世界中の研究者・学生にとって魅力あ
る大学院教育を実施していく。

３ ＦＤセミナーの実施
2回のFDセミナーに、のべ34名の教員が参加した。参加者アンケートには「実践の場が、設けられていたのは良かっ

たと思う。」「講師が実際にテクニックを使って授業をしていたので、それそのものがとても有益だった。（そのようにその
テクニックを導入すればうまく授業が進むのか･･･と気づくところが多かった。）」など肯定的な意見が多くあり、教員が英
語で授業をする際に活用できる教授法を修得できた。



■ 国際的評価の向上につながる取組

■ 自由記述欄

大学施設の創造的再生に向けた教職協働によるキャンパスマネジメント

本学は、キャンパスのメンテナンスにおける企画・設計から実施・運用に至る包括的なマネジメントを教職協働によって実
践し、世界水準のサステイナブルキャンパスの実現を目指している。

この取組が高く評価され、国土交通省、総務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省及び防衛省において設立された
「インフラメンテナンス大賞」 において、第1回文部科学大臣賞を受賞した。

〈 東山キャンパス現況 〉

■ 大学独自の成果指標と達成目標

１ 国際会議における基調講演数

国際的評価の指標として、基調講演数を増加させることを目標に設定し、国際会議の開催を奨励する助成金制度を
実施した。これにより、基調講演数は平成25年度の289回から502回へ急速に増加した。

２ NU Overseas Take-off Initiative（NU-OTI）による海外派遣
平成29年度に実施したNU-OTIの履修生は90名であった。教育及び授業運営上の成果として、ウズベキスタン、モン

ゴル、ヨーロッパ、米国ノースカロライナの各事務所の協力を得て学外活動（海外研修）を実施できた。本年度は実施3
年目にあたり、本邦と海外事務所で、学生指導・研修運営上の方針の理解が安定的なものとなった。

【海外の大学との連携の実績】
本学の講義を体験させる模擬講義を、中国の華中科技大学、同済大学、東北大学、大連理工大学にて実施し、本学のプ

レゼンスを高めた。講義終了後に大学説明会を開催し、NUPACE（短期交換留学受入れプログラム）、NUSTEP（短期日本
語プログラム）、国際プログラム群（G30）、中国・国家公派などの多様な留学プログラムを紹介した。参加者からの質問や個
別の相談に丁寧に応じたため、高い評価を得た。

【名古屋大学】

〈 30年後の東山キャンパス 〉

１ 国際学術コンソーシアム（Academic Consortium；AC21）
平成14年6月に世界の24主要大学・教育研究機関の代表が参加した本学の国際フォーラムにおいて、学術ネットワーク

構築を目的として、本学が主軸となる国際学術コンソーシアム（AC21)を設立し、現在18大学が加盟している。
平成29年7月11-15日には、インドネシア・ガジャマダ大学にて、メンバー校の大学院生を対象にしたプログラム、

“International Graduate Schools (IGS)”を実施した。また、AC21メンバー間の研究・教育交流と国際ネットワーキングの
発展を促進するために8年前に設立された、Special Project Fund (SPF) に採択された3つのプロジェクトのうち、本学は
“Fostering Collaboration in Future Particle Physics” Detectorsに6大学の一つとして参加した。

３ MIRAIプロジェクト
スウェーデン有数の7大学及び日本の8大学が連携して実施する平成29年から3年間の協同プロジェクト。共同研究の

促進や若手研究者の交流を通じ、日瑞二国間の高等教育連携への貢献を目指す。平成29年10月16-19日にルンド大学
で“Seminar 2017-Large-Scale Research Facilities and their Potential for Research and Society-”を開催した。同時
に3つの分野：Innovation (17日), Ageing (17-19日), Materials Science (17-19日), Sustainability (17-19日)の分科会
も実施された。来年度は日瑞外交関係樹立150周年記念事業の一つとして、 “Seminar 2018”を日本で開催予定。

４ APRU
環太平洋地域の重要な問題を教育・研究の視点から解決していくための大学間連携プロジェクト。平成9年にカリフォル

ニア大学等により設立以来、加盟校は50に上る。（平成30年3月現在）本学は平成29年に加盟した。健康、エイジング、
デジタル・エコノミーなどをテーマに年間10以上の国際シンポジウム、会議を開催している。平成30年3月11-13日に
“Provosts’ Forum”に参加し、来年度6月には、 “Annual Presidential Meeting”に参加予定。

２ RENKEI（Research and Education Network for Knowledge Economy Initiatives）
平成24年３月より、教育と研究における大学間あるいは大学と産業界の連携を目的として、本学を含む日英それぞれ6

大学、計12大学によって学術コンソーシアムRENKEIが設立された。メンバー大学がワーキンググループを作り、それぞ
れの行事を企画・実施している。平成29年6月にサウサンプトン大学・ニューカッスル大学・立命館大学共催“Digital 
Cultural Heritage Business and Open Data: Bringing Rome to Japan”、および同年8月にはリバプール大学・立命館大学
共催“RENKEI PAX SCHOOL 2017 -Emancipating the Mind: History, Politics and Heritage”のワークショップが開催され、
本学からも多数の研究者および学生が参加した。さらに、同年11月15-16日には、サウサンプトン大学で開催された年次
総会に参加した。


	SGU-A07-名古屋大学（日本語版）
	SGU-A-名古屋大学（日本語版）JSPS修正

